
シンポジウム趣旨説明
マクロな背景

• グローバル・マクロな背景：先進国経済の金融化 financialization = financial economy

• 日本での背景：高度経済成長の終わり→バブルの崩壊→長期にわたる経済停滞（デフレ、低成

長、少子・高齢・長寿化→家計経営とライフプランニングの重要性増大）

日本政府の施策

• 「消費者教育の推進に関する法律」（2012年）：教育を通して消費者の自立を支援

• 安倍政権(2012-2020)：3本目の矢「民間投資を喚起する成長戦略」としての企業統治改革（ス

チュワードシップ＆コーポレートガバナンス・コードなど）

• 岸田政権(2021-)：「新しい資本主義」、資産所得倍増プラン、資産運用立国
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②商品・サービ
スの提供

②雇用（給料・
福利厚生）

①商品・サービス購入

①労働の提供

③預貯金
投資資金拠出
厚生年金保険料拠出
保険料支払い

会社
⑤配当/キャピタルゲイン/金利

⑤投資リターン（利息/配
当/キャピタルゲイン）、
年金給付、保険金支払

④株式投資/債券投資/貸出

⑤配当・キャピ
タルゲイン

③株式投資

インベストメント・チェーン

機関投資家

（年金ファンド／投資信託
／生命保険会社）

銀行

個人／消費者／
労働者／家計
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⚫ 消費者が、長い人生における生活設
計を主体的に行い、自身のファイナ
ンシャル・ウェルビーイングを向上さ
せる必要性

⚫ 消費者の金融リテラシーの向上のた
めの金融経済教育の必要性
⚫ 株式・投資信託・保険・ローンな

どの金融商品のリスクや、健康
保険・年金などの社会保険制度
の仕組みを理解し、適切に選択
する能力を高める

⚫ 詐欺的取引の被害に遭わない
ようにするための知識を身につ
ける

⚫ 官民の金融経済教育の実施組織を
統合したJ-FLECが推進役となって金
融経済教育を実施（2024/8～）

⚫ 特に消費者の立場から、消費者がア
ドバイスを受ける同機構認定アドバイ
ザーが果たすべき役割を検討する。
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